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個人情報保護答申第４７号                       

答   申 

 

第１ 山口県情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）の結論 

山口県公安委員会（以下「実施機関」という。）が令和４年(2022年)６月２２日付

け山公委第３４号で行った個人情報開示請求（以下「本件請求という」）の部分開示

決定（以下「本件処分」という。）は、別表の欄に掲げる部分は開示すべきであるが、

その余の判断は妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 個人情報の開示請求                        

審査請求人は、２０２２年６月１３日付けで実施機関に対し、山口県個人情報保護条

例（平成１３年山口県条例第４３号。以下「条例」という。）第１１条第１項の規定に

より、「令和４年６月９日付け山公委第３０号について、これの苦情申出から回答に至

るまでの全ての記録（公安委員会会議録を含む）情報のうち個人情報開示請求で開示で

きる情報」の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

 

２ 公文書の特定 

実施機関は、本件請求に係る個人情報が記録された公文書として、 

    文書１ 公安委員会会議録（令和４年４月２０日） 

    文書２ 苦情申出書（２０２２年４月７日付け、本人提出のもの） 

     文書３ 苦情処理票 

    文書４ 苦情申出に対する調査結果及び回答案について 

    文書５ 申出に対する回答について 

を特定した。 

 

 ３ 実施機関の処分 

実施機関は、令和４年６月２２日付けで、上記２の文書１及び文書２について、個人

情報開示決定を行い、同じく上記２の文書３、文書４及び文書５（以下「本件公文書」

という。）について、本件処分を行うとともに、その旨を審査請求人に通知した。 

 

４ 審査請求 

審査請求人は、本件処分を不服として、２０２２年７月１日付けで行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づく審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

本件処分の取消しを求めるというものである。  
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２ 審査請求の理由 

 （省略） 

         

３ 実施機関の理由説明に対する意見 

    （省略） 

 
  

第４ 実施機関の説明要旨 

（省略） 

    

第５ 審査会の判断 

 １ 本件請求に係る個人情報について 

  （１）内容 

    本件請求に係る個人情報は、請求人が、証拠資料を添えて、特定個人を詐欺罪で

刑事告発するため、〇〇警察署に苦情の申出を行い、その処理や申出に対する回答

に至る経緯について記録されている文書のうち、「苦情処理票」、「苦情申出に対

する調査結果と回答（案）について」及び「申出に対する回答について」に記載さ

れている。これらの文書は、いずれも実施機関の職員が職務上取得、又は作成した

文書であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が

保有しているものであり、条例第２条第４項に規定する「公文書」に該当する。 

    なお、実施機関は、条例第１６条第３号、同条第５号及び同条第８号に該当する

ことを理由に本件各処分を行っていることから、以下、実施機関が主張する非開示

理由の妥当性について検討する。 

 

（２）条例第１６条第３号について 

   条例第１６条は、実施機関は、第３号に規定する「開示請求者以外の個人に関す 

る情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に 

含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別 

することができるもの（他の情報と照合することにより開示請求者以外の特定の個 

人を識別することができることとなるものを含む。）」は開示をしないことができ 

るとしながらも、同号ただし書において、同号イからハまでに掲げる情報を除くと 

規定されている。 

 

（３）条例第１６条第５号について 

条例第１６条は、実施機関は、第５号に規定する「開示をすることにより、犯罪

の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に

支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報」

は開示しないことができるとしている。 

これは、開示することにより、有効かつ効率的な犯罪捜査を困難にしたり、被疑
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者や情報提供者等の生命、身体又は財産の保護に支障が生じたりするなどのおそれ

があるから、それを防止しようとするものであるとされている。 

ここで、「犯罪の捜査」とは、捜査機関が犯罪があると思料するときに、公訴の

提起などのために犯人及び証拠を発見、収集、保全することをいい、ここにいう犯

罪とは、法令及び条例によって刑罰を科することとされた行為の総称であるとされ

ている。 

「公共の安全と秩序の維持」とは、犯罪の予防・捜査等に代表される刑事法の執

行を中心としたものに限定する趣旨であり、このため、「その他」ではなく、「そ

の他の」とすることにより、「犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行」

がその代表例であることを示しているとされている。 

また、同号に該当すると考えられる個人情報が記載された公文書の具体例として

は、犯罪の捜査の事実等に関する情報や犯罪の捜査等の手段、方法、体制等に関す

る情報が考えられるとされている。 

    本号について、「支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当 

の理由がある情報」と規定しているのは、本号に規定する情報の開示・非開示の 

判断には犯罪等に関する将来予測としての専門的・技術的判断などの特殊性がある

ことから、司法審査の場においては、実施機関の一次的判断を尊重し、その判断が

合理性を持つ判断として許容される限度内のものであるかどうかを審理・判断する

にとどまるものであることを明確にしたものと解される。 

 

（４）条例第１６条第８号について 

       条例第１６条は、実施機関は、第８号に規定する「県の機関又は国等の機関が行

う検査、監査、取締り等の計画又は実施細目、争訟又は交渉の方針その他の事務又

は事業に関する情報であって、当該事務又は事業の性質上、開示をすることによ

り、当該事務若しくは事業の実施の目的を失わせ､又は当該事務若しくは事業の円

滑な実施を著しく困難にするおそれがあるもの」は開示をしないことができるとし

ている。 

        これは、県の機関又は国等の機関が行う事務又は事業の実施の目的を失わせるお   

それがある情報等を非開示とすることを定めたものであるとされている。 

     ここで、「争訟」とは、訴訟及び行政不服審査法その他の法律に基づく不服申立   

てをいい、「その他の事務又は事業に関する情報」とは、県の機関又は国等の機関   

が行う一切の事務又は事業に関する情報をいうとされている。 

    そして、「円滑な実施を著しく困難にする」とは、経費が著しく増大し､又は実

施の時期が大幅に遅れること、反復継続される同種の事務又は事業の実施が著しく

困難になることなどをいうとされている。 

    なお、「著しく困難にするおそれ」があるかどうかについては、実施機関の裁量

をできるだけ限定しようとする趣旨から、単なる「困難」では足りず、また、「お

それ」の有無及び程度についても、客観的、具体的に判断しなければならず、適用

に当たっては、「原則開示」の趣旨を踏まえて、いたずらに拡大解釈するなど恣意
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的な運用を行うことのないよう十分留意しなければならないとされている。 

 

 ２ 非開示情報該当性について 

  （１）警察職員の氏名、印影について 

  本件公文書をインカメラ審理により実際に見分したところ、令和４年４月７

日付けで受理した「苦情処理票」の決裁欄及び受理者欄の実施機関が非開示とし

た部分に警部補以下の階級にある警察官の氏名及び印影が記載されていることを

確認した。 

   また、「苦情の調査結果及び回答（案）」の関係警察官欄、対応状況等欄及び

調査結果欄に、警部補以下の階級にある警察官の氏名が記載されていることを確

認した。 

  また、「申出に対する回答について」の決裁欄の実施機関が非開示とした部分

に警部補以下の階級にある警察官の印影が記載されていることを確認した。 

  これらの情報は、いずれも、条例第１６条第３号に規定する開示請求者以外の個

人に関する情報に該当し、かつ、同号イからハまでに掲げる情報に該当しないこ

とから、非開示とすることが妥当である。 

 

（２）起案者欄の警察電話の内線番号 

  本件公文書をインカメラ審理により実際に見分したところ、「苦情申出に対す

る調査結果と回答（案）について」の起案者欄中、起案者の職氏名欄に警察電話

の内線番号が記載されていることを確認した。 

    この情報は、その性質に鑑み、一般的に考えれば、開示することにより、警察に

対して反発や反感を抱いている者から、業務妨害を目的とした当該内線電話番号

に対する電話を受けることで業務の停滞につながるなど、警察電話における通信

の正常かつ能率的な運営に影響が及び、通常業務における連絡、突発重要犯罪や

緊急事態への対応等、警察業務の円滑な遂行を著しく困難にするおそれがあると

実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報であると認められる。 

したがって、この情報は、条例第１６条第８号に該当することから、非開示が

妥当である。 

     

（３）告訴・告発の受理・不受理に関する基準及び当該基準に基づく検討内容 

       本件公文書をインカメラ審理により実際に見分したところ、「苦情申出に対

する調査結果と回答（案）について」中、「公安委員会に対する苦情申出にか

かる調査結果及び回答（案）」の調査結果欄の非開示部分に、告訴・告発の受

理義務がないものの判断基準や、当該判断基準に基づく受理・不受理の検討内

容が記載されていることを確認したが、これらの情報（以下、「当該情報」と

いう。）の開示によって、実施機関が主張するような捜査への大きな支障等が

生じる事態は想定しがたいことから、当該情報が条例第１６条第５号に該当す

るとの実施機関の説明は首肯できない。 
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よって、当該情報を開示しないことが相当とした実施機関の判断は、条例第  

１６条第５号の解釈を誤ったものであり、当該情報は同号に該当しないことか

ら開示が妥当である。 

 

以上の理由により、第１の審査会の判断のとおり結論する。 

 

第６ 審査会の審査経過等 

   別紙のとおり 

  



6 

 

別表（審査会が開示すべきと判断した部分） 

公文書の件名 審査会が開示すべきと判断した部分 

苦情申出にかかる調査結果及び

回答（案）について 

〇対応状況等欄の非開示とした部分のうち下記の部分 

 ３ 本件告発に対する判断 のうち非開示とした部  

  分 

 

〇調査結果欄の非開示とした部分のうち下記の部分 

・１ 告訴・告発の受理義務について のうち非開示

とした部分 

・２ 本件告発を不受理とした判断について のうち

非開示とした部分 
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別紙 

審査会の審査経過等 

年 月 日 経        過 

 令和４年１０月 ６日 実施機関から諮問を受けた。 

令和５年 ８月３１日 事案の審議を行った。 

令和６年 １月１１日 事案の審議を行った。 

令和６年 ３月２２日 事案の審議を行った。 

令和６年 ７月２９日 事案の審議を行った。 

 

  



8 

 

（参考） 

山口県情報公開・個人情報保護審査会第一部会員名簿 

（五十音順・敬称略）  

  

 氏  名 役 職 名 備  考 

沖 本  浩  弁護士 第一部会部会長 

服 部 麻理子 山口大学准教授  

水 谷 芳 昭 公認会計士 第一部会 部会長職務代理者 

（令和５年８月３１日まで）  

  

 氏  名 役 職 名 備  考 

沖 本  浩  弁護士 第一部会部会長 

古 林 照 己 公認会計士  

服 部 麻理子 獨協大学教授 第一部会 部会長職務代理者 

（令和６年７月２９日現在） 

 

 


